
























































日清戦争終結直後の 1895（明治 28）年 9 月に書かれたと考えられている「京都帝国大学創立案」
においては，分科大学制度の導入を前提に，その種類として「法工医文理」を立て，法科大学の講
座として，法学系講座とともに経済学・財政学講座が 2 講座，統計学が 1 講座，構想されていた。
法科大学の設置は，1897（明治 30）年 6 月 18 日付勅令第 209 号「京都帝国大学設置ニ関スル勅令」
第 2 条に規定されたが，実際には，理工科大学が先行した結果，1899 年 9 月 11 日に開設された。
同年 7 月 3 日の勅令第 321 号では，法科大学に設置されるべき講座は 23 講座とされ，憲法をは
じめとする法学系講座に加えて，経済学関連の講座として，経済学 2 講座，財政学 1 講座，統計学
1 講座の設置が明記された。ただし，9 月の開学時から開始すべき講座は法学系の 10 講座のみであ













京都帝国大学法科大学における経済学関連講座は，その後 1901（明治 34）年 9 月に経済学第 2 講
座，さらに翌 1902 年 9 月に統計学講座が新設され，年次進行で整備されていった。講座の整備と
併せて教官人事が進められたが，人材の確保は一足先に経済学教育を開始していた帝国大学（1897
年に東京帝国大学と改称）に協力を仰がなければならなかった。1900 年 9 月，京都帝国大学に経済
学第 1 講座担任として最初に着任したのは，弱冠 32 歳の田島錦治であった。田島は，帝国大学で
金井延，和田垣謙三らに師事し，また留学先のベルリン大学でワグナーやシュモラーから学んで
いた。もっとも，京都帝国大学において最初の経済学講義を行ったのは大阪毎日新聞社友の児玉亮
太郎（嘱託講師）であったという。田島に次いで，1901 年 2 月に戸田海市，1902 年 5 月に広部周助
（1907 年，留学中に死去），同年 7 月には神戸正雄が，専任教官として順次着任した。1902 年 12 月
時点で見ると，教授は田島 1 人だけであり，他の助教授 3 名はいずれも東京の帝国大学を卒業した
20 代後半から 30 代前半の若々しい陣容であった。
その後も経済学関係講座の充実が進み，1907（明治 40）年に経済学第 3 講座，1914（大正 3）年に
経済学第 4 講座，1916 年に経済学第 5 講座及び第 6 講座が順次増設された。教授陣についても，創
設期に引き続いて，東京帝国大学卒業の小川郷太郎，河上肇，臨時台湾糖務局長であった新渡戸稲
造（1906 年 9 月に第一高等学校長兼東京帝大農科大学教授に転任）らが迎えられた。
また，早くも 1904（明治 37）年 10 月に京都帝国大学法科大学の卒業生で田島門下生であった財
部靜治が講師に採用されたのを手始めに，河田嗣郎，山本美越乃，本庄榮治郎，小島昌太郎といっ
た学内卒業生・選科出身者が順次採用されて，研究者の再生産が開始された。


























遇を改善することをあげるとともに，4 年制を 3 年制とし，学科の区別を廃止して，試問科目を 4
分類することを提案した。1903 年に，これをもとにした規程改正がなされる（5）。
ところが，この改革は結果的には高等文官試験の合格者が少なく教育効果がないという非難を受































3 号（1911（明治 44）年 4 月）には，当時の時間割とともに，演習科の内容がわかりやすく書かれて
いる。法科大学規程細則においては，前述のように経済学は 3 部構成として示されていたが，1 週
間の学年別授業時間配当を見ると，第 1 学年では，法律科と政治科ともに「経済学」が 6 時間配当
されるとともに，政治科には「経済史」も 2 時間配当されていた。第 2 学年以降は，政治科だけに，
「経済学」が第 2 学年に 8 時間，第 3 学年に 6 時間配分され，第 4 学年は「財政学」が 6 時間配当さ
れていた。また，この頃も，毎年，カリキュラムや時間配当の工夫がされていた。さらに，経済学













西暦 明治 月 日 担当教官 視察地 視察先 典拠















































第 1 学年 第 2 学年 第 3 学年 第 4 学年
法律科 政治科 法律科 政治科 法律科 政治科 法律科 政治科





演習（経済学） 1 1 1 1
備考：1 ～ 3 は省略。
　　　4，経済学史は政治科の第 3 学年に課したるを第 2 学年に繰上げられたり。
　　　5，演習科の毎週時数 1 時と記されたるは隔週 2 時のことと知るべし。
出所：『以文会誌』第 3 号，1911 年，34 ～ 35 頁。
表３　京都帝国大学経済関係講座担当教官（1916（大正 5）年時点）
職名 担当 学位 氏名
























同誌は，1906（明治 39）年 12 月に廃刊され，翌年 1 月から京都法学会発行の『京都法学会雑誌』
に実質的に引き継がれる（8）。京都法学会は，1902 年に京都帝国大学法科大学を母体に設立された京




























第 3 部，商法第 2 部，外国法及び外国経済書講読
保険政策，民法第 4 部，国
際私法
出所：『京都帝国大学一覧　自大正 5 年至大正 6 年』1917 年。
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なお，経済学関連教官の研究活動を支えるために，1913（大正 2）年 7 月には「経済学研究室」が
設置され，専任のスタッフのもとで図書・資料の収集や新聞切り抜きなどの業務を開始した。これ
が，戦後の経済調査資料室，現在の経済資料センターの前身であった。
















（9）　「創刊ノ辞」『経済論叢』第 1 巻第 1 号，1915 年。なお，『経済論叢』についての最近の研究として，牧野邦昭
「『経済論叢』の歴史的意義」『経済論叢』第 189 巻第 1 号，2015 年 4 月がある。
（10）　杉原四郎『日本の経済雑誌』日本経済評論社，1987 年，47 頁。
表５　京都法学会大会における経済学関係教官による演題一覧
西暦 和暦 月 日 報告者 演題
1907 明治 40 10 27 神戸正雄 国際競争場裏ニオケル我国経済政策ノ大本
1908 41 10 18 河上　肇 経済ノ研究ニ於ケル表ト裏
1909 42 12 2 戸田海市 工場法案概評
1910 43 10 8 神戸正雄 朝鮮移民問題管見
1912 大正元 11 16 小川郷太郎 雁行ノ法則
1913 2 10 25 山本美越乃 志那ニ於ケル独乙ノ経営
1914 3 11 7 小川郷太郎 滞欧所感
1915 4 10 30 財部静治 家庭研究材料トシテノ戸数
1916 5 10 28 河田嗣郎 総同盟罷工ニ就キテ
出所：京都大学経済学調査資料室『京都大学経済学会 70 年史資料～研究集会等一覧』1990 年。
37
京都帝国大学経済学部の教育研究活動と国家・社会  （岡田知弘）

















さらに 1913（大正 2）年 7 月 12 日には東北帝国大学から転任してきたばかりの沢柳政太郎総長が
7 教授に辞表を提出させた，いわゆる沢柳事件が起きる。法科大学のスタッフには辞職対象者がい
なかったものの，総長の専断に対して，時の法科大学教官は揃って自らの進退を賭して教授人事に








田をはじめとする 3 教授であったが，沢柳総長に誠意が見られないとして，1914（大正 3）年 1 月




その結果，1 月 22 日に上京した 17 名の法科大学教授・助教授は，文部大臣と直接交渉を行うこ
（11）　『京都大学概覧』1947 年版，『京都大学百年史』176 ～ 178 頁以下を参照。
（12）　『京都大学百年史』201 ～ 203 頁。
































新帝国大学令による最初の経済学部は，1919（大正 8）年 4 月に東京帝国大学に置かれた。東京帝
国大学では，すでに文部省との間で東京商業高等学校の改編問題とからんで，1913 年頃から「商科






しかし，京都帝国大学では，前述のように，まず 1919（大正 8）年 2 月の勅令第 15 号によって法





なく，むしろ政治経済学科の政治学科と経済学科の分離案が 1918（大正 7）年 5 月頃から議論の俎
上にのせられていた。しかし，この分離案は，同年 12 月には帝国大学令改正に対応した学部制移
行の準備過程のなかで，一気に経済学部の分離独立の動きに転回することになったのである。
経済学部独立は，翌 1919（大正 8）年 3 月 26 日の法科大学教授会で決議され，3 月 28 日には経済
学関連教授のみが集まり経済学部創設準備委員会が開かれた。この時点では 9 月創設を目標にして
いたが，同準備委員会のなかから「独立準備委員」として互選された田島，神戸，河上 3 教授の精
力的な調査・提案活動もあり，4 月 10 日の創設準備委員会では 6 月 1 日独立案でまとまり，これが
4 月 16 日の法科大学教授会で正式承認されることになった。

































1919（大正 8）年 4 月 17 日，京都帝国大学評議会は，この上申を「大正八年予算ニ関シテハ予算
内ヨリ一切ノ経費ヲ支弁」することを条件に承認し，同年 5 月 28 日に経済学部が設置されるに至




誕生したばかりの経済学部の講座数は法科大学時代のままであり，経済学 6 講座，財政学 1 講座，
統計学 1 講座であった。創立時点で，教授は，田島（経済学第 1 講座），戸田（経済学第 2 講座），
神戸（経済学第 3 講座），小川（財政学講座），財部（統計学講座），河上（経済学第 4 講座），山本






















出所：『京都帝国大学一覧　自大正７至大正 8 年』1919 年。
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経済学科からの転学部生を中心に，1919（大正 8）年 6 月末で 237 名だったものが，同年 9 月末には
416 名になっていた（20）。
その後，1922（大正 11）年 5 月には，社会政策講座と経済史講座が増設され，河田と本庄がそれ
ぞれ担任することとなった。また，同時期に規程改正が行われ，必修科目と選択科目の学年配当
制や第 3 学年での論文試験は廃止され，聴講生制度が新設されている。1926 年には，必修・選択
科目区分に代わって，正科目・副科目区分制を導入し，併せて学年試験制度を廃して，学生の科目
選択をより自由なものとした。同時に，この年から演習制度を拡充して第 1 学年から配当するなど，
増大しつつあった学生数（学生定員は，創立当初は 1 学年 100 名であったが，1922 年度から 175 名，
さらに 24 年度からは 250 名になっていた）に対応する教育指導体制の強化が図られた。
こうした経済学部の創設とともに，研究面でも著しい成果があがり始め，「経済学の新しいメッ
カ」（21）と評されるまでになった。その研究活動の中心は，法科大学時代から引き継いだ『経済論叢』
であり，その発行主体である京都帝国大学経済学会も学部創設直後の 1919（大正 8）年 7 月に，京
都帝国大学法学会から分離して発足していた。経済学会は，以降，毎年の学部創立記念日に合わせ
て大会を開いたほか，毎月の例会では全教官と大学院生が参加し活発な議論が展開された。1923
年 6 月には，「アダム・スミス生誕 200 年」を記念して，展示会と講演会を大々的に行っている。
さらに，1926（大正 15）年 7 月には，英文版『経済論叢』ともいうべき Kyoto University Eco nom­













































































（24）　『学友会誌』第 9 号，1914 年。
（25）　大原社研側から見た歴史については，本特集の榎論文を参照。また，法政大学大原社会問題研究所編『大原社
会問題研究所五十年史』法政大学出版局，1971 年，大原孫三郎傳刊行会『大原孫三郎傳』非売品，1983 年，兼田麗








生組織に社会科学研究会があった。同研究会は，1923（大正 12）年 10 月に設立された伍民会が，翌





1925（大正 14）年 12 月 1 日，同志社大学構内に軍事教育反対のビラが貼られていたことを契機
に，京大社会科学研究会会員 18 名を含む 36 名が検束される事件が起きた（「京都学連事件」の第一
次検束）。京大関係者の半数が経済学部生であった。特高警察による「出版法違反」嫌疑による家宅
捜索・検束・取り調べに問題があったことから，12 月 2 日及び 10 日に開催された京都大学全学の









治下の教育家として吾々の要求し得る所である」との声明書を発表した。12 月 26 日に，荒木寅三
郎総長は，佐々木惣一法学部長及び坂口昴文学部長とともに，若槻礼次郎内務大臣及び岡田良平文
部大臣と面談し，両大臣は京大側の申し入れを聞き置く形となった。
ところが，一旦釈放されていた学生を含む 14 名（うち京大生 12 名）が，翌 1926（大正 15）年 1
月 15 日に再び一斉検挙されるに至る。このとき，河上肇教授らの私宅も一斉に家宅捜索を受けた
うえ，1 月 18 日には京大生の鈴木安蔵が追加検挙され，結局 4 月 16 日までに野呂栄太郎も含め






公判は，1927（昭和 2）年 4 月 1 日から開始され，一審判決は 5 月 30 日に言い渡され，治安維持
法第 2 条違反で病欠者以外の全員が禁固 1 年から 8 カ月となった。その後，被告側，検察側双方が
判決を不服として控訴，その判決は 1929 年 12 月 22 日に出される。途中，3.15 事件があり，その
連座者が多数でて，裁判が輻輳化したからであった。その判決に不服な 9 名が上告したが，最終的
に 1930 年 5 月に上告棄却となり，刑が確定した。
この裁判結果がでる前，第二次検束が行われた直後から，文部省及び検察から総長への圧力が
高まり，総長は京都帝国大学内部での対処方針を固めていくことになる。1926（大正 15）年 1 月 28
日に，総長のもとに各学部代表からなる特別委員会が設置され，経済学部からは神戸正雄教授が入
る。そこで一般学生に対して国禁に触れないようにすることを総長自らが訓示することと，社会科












さらに 1926（大正 15）年 9 月 18 日に予審終結決定書の送達を受けた荒木寅三郎総長は，懲戒委





最初の男子普通選挙が実施されて 1 カ月も経たない 1928（昭和 3）年 3 月 15 日，日本共産党関
係者への大弾圧が行われた（3.15 事件）。このなかには，京都帝国大学をはじめ各大学の社会科学
研究会会員も多数含まれていたことから，文部省では学生の処分，「左傾」教授の進退，社会科学
研究会の解散を 4 月 12 日に省議決定し，荒木京大総長らに方針の徹底を図った。それから 2 週間，
（28）　河上肇『自叙伝』五，岩波文庫，27 ～ 28 頁。
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全国の大学で「左傾」教授の追放と社会科学研究会解散の嵐が吹き荒れ，東京帝国大学経済学部の



























右に述べた辞職勧告の 3 つの理由とは，第 1 に『マルクス主義講座』の広告文にある河上の文章
が不穏当であること，第 2 に総選挙の際に河上が香川県で行った大山郁夫の応援演説に不穏当な箇
所があること，第 3 に社会科学研究会会員から治安を乱す者を出したこと，であった。第 1，第 2
の点については，「不穏当」の意味内容が漠然としすぎて明確でなく，しかも大学教官の選挙応援
は自由であった。また，第 3 の点についても，前述の学連事件後に，「如何なる責任をも負わさぬ




















偶然にも，1929（昭和 4）年 12 月，荒木は京大総長を辞任し学習院長に，河上は新労農党の活動家
として京都から東京へと活動拠点を移す。これを，1929 年 12 月 21 日付の『京都帝国大学新聞』は，
「二巨星東へ，荒木氏学習院長，河上氏一党員」という見出しで伝えている。
さて，河上教授辞職を知った学生たちは，4 月 17 日の講義終了後に緊急の学生大会開催を計画し
た。しかし，これは学生監によって無届け集会として禁止されてしまう。その後にも数次にわたっ
て学生大会開催が準備されるが，いずれも解散・中止を余儀なくさせられてしまった。結局，経済








解散にとどまらなかった。政府は 1928（昭和 3）年 4 月 17 日に「学生・生徒の思想傾向の匡正，国
民精神の作興」を訓令したのに続き，翌 29 年 7 月には学生課を部に昇格させ，「思想対策」を強化
した。経済学部内においても，28 年 6 月 26 日の教授会において，輸入禁止・発売禁止図書の貸出
禁止を決定している。
（32）　河上肇『自叙伝』一，241 ～ 242 頁，『京都大学百年史』353 頁以下参照。
（33）　『京都大学百年史』358 ～ 359 頁。



















学のツァーン（F. Zahn）教授とジニ（C. Gini）教授が来学して講演したほか，31 年にはシュンペー
ター（J. Schumpeter）教授が経済学部を訪れ，晩餐会が開かれている。
さて，様変わりした教授会のもとで，1929（昭和 4）年に大がかりな学部規程の改定作業が行われ，
翌 30 年度から実施に移された。改定の要点は，第 1 に従来の正科目・副科目区分を 4 類区分（第
一類は経済学固有の科目，第二類は歴史・商業科系科目，第三類は法学・文学系科目，第四類は外
国経済書講読と演習）とし，それぞれの類での最低取得単位数を定めたこと，第 2 に従来 1 科目 1
単位としていたものを 1 週 2 時間で 1 単位とし，単位制に変更したこと，第 3 に外国経済書講読と
演習を第四類にまとめることによって在学期間中にいずれかを必ず履修するようにしたこと，第 4
に受験必要単位数を増やし学生の登校を促したこと，第 5 に高等学校出身入学希望者の増加がある
ため選科生制度を廃止したこと，第 6 に従来決められていなかった在学期間を 6 カ年までに制限し
たことである。このうち選科生制度の廃止については，従来この制度によって便益を受けてきた留
学生をはじめ在学中の選科生から，存続を望む請願書が提出されたが，その要求は実らなかった。
1929（昭和 4）年から 31 年にかけては，日本も未曾有の大恐慌に襲われ，学生の生活や就職も極
度に厳しさを増した時期であった。30 年度第 2 期授業料未納者は全学で 500 名を超えたが，経済







見にもかかわらず，文部省が瀧川幸辰教授の『刑法読本』が危険思想であるとして，5 月 26 日に文
官分限令によって同教授の休職を発令するや，法学部教授会はこれに強く抗議し，教授一同辞表を























1934（昭和 9）年は，経済学部にとって創立 15 周年にあたり，5 月 29 日にはこれを記念して，貴
重本の展覧会や講演会，祝賀会が催された。だが，大学の外では戦争とファシズムへの流れが急
速に強まりつつあった。すでに 1931 年には満州事変が起こり，翌 32 年には「満州国」がつくられ，
33 年には国際連盟からの脱退が決行された。国内の農村では東北で凶作，西日本で旱魃や台風被
害が相次ぎ，娘の身売りなどの社会問題が尖鋭化していた。これに対し，都市の工場は軍需景気に










経済学部では，昭和 10 年代に 3 つの講座と 1 つの研究所を増設したが，いずれも戦時色強まる
時流に沿ったものであった。とりわけ，1939（昭和 14）年 2 月に学部長に就任した石川興二は，東







































































表７　京都帝国大学時代の文系卒業生の進路（1941 年 3 月 1 日現在）
主な種別
実　数 構成比
経済学部 法学部 文学部 経済学部 法学部 文学部
行政官吏 138 495 86 3.3% 5.5% 3.1%
司法官吏 6 482 2 0.1% 5.4% 0.1%
宮内官吏 0 13 4 0.0% 0.1% 0.1%
外交官吏 1 6 5 0.0% 0.1% 0.2%
貴衆両院議員 0 21 1 0.0% 0.2% 0.0%
公吏 103 379 26 2.5% 4.2% 0.9%
陸海軍軍人 10 140 181 0.2% 1.6% 6.5%
弁護士 8 442 1 0.2% 4.9% 0.0%
弁理士 3 8 0 0.1% 0.1% 0.0%
その他法務職 0 16 0 0.0% 0.2% 0.0%
学校職員 200 258 1,459 4.8% 2.9% 52.1%
宗教家 0 11 57 0.0% 0.1% 2.0%
医術開業者 0 1 4 0.0% 0.0% 0.1%
銀行，鉱山及び会社員 2,066 3,348 91 49.3% 37.2% 3.2%
新聞雑誌記者 68 88 47 1.6% 1.0% 1.7%
満州国官吏 27 145 12 0.6% 1.6% 0.4%
中華民国官吏 3 8 7 0.1% 0.1% 0.2%
その他の業務者 148 440 107 3.5% 4.9% 3.8%
大学院学生 20 89 96 0.5% 1.0% 3.4%
海外留学 1 6 5 0.0% 0.1% 0.2%
他学部又は他学科学生 4 22 14 0.1% 0.2% 0.5%
職業未定及不詳 1,226 1,995 351 29.2% 22.2% 12.5%
死亡 161 585 246 3.8% 6.5% 8.8%
計 4,193 8,998 2,802 100.0% 100.0% 100.0%
外国人卒業生（外数） 88 76 13 2.1% 0.8% 0.5%




これは，教官の学生指導をより綿密なものとするため，学生 14 ～ 5 名に対し 1 名の指導教官を配
置し，学生の「訓育」を図るものであった。
一方，次第に軍事教練が大学教育のなかで幅を利かせていったことも見逃せない。1934（昭和 9）


















くの学生が 11 月 20 日の壮行式後，第 1 次学徒出陣として戦場に旅立った。1944 年には政府の「理
系拡充・文系縮小」の方針に従って，経済学部の学生定員も，300 名から 195 名に減らされる。徴
兵年齢の引下げもあり，文系学部では，1944 年 10 月入学の新入生の大半が翌年春に入営すること









































に服した 66 人が戦争の犠牲となった。1942（昭和 17）年 4 月入学生までは卒業生の方が多かった
が，1942 年 10 月入学生以降の犠牲者はすべて在学生であった。しかもその犠牲者の数は，全学の
（42）　『思い出草　第二集』京都大学経済学部，1990 年，24 ～ 26 頁。
























卒業等 在学 小計 卒業等 在学 合計 卒業等 在学 小計
1939 年 4 月 20 0 20 72 0 72 27.8% 27.8%
1940 年 4 月 27 1 28 66 3 69 40.9% 33.3% 40.6%
1941 年 4 月 19 2 21 55 9 64 34.5% 22.2% 32.8%
1942 年 4 月 9 5 14 37 21 58 24.3% 23.8% 24.1%
1942 年 10 月 0 22 22 1 96 97 00.0% 22.9% 22.7%
1943 年 10 月 0 20 20 0 72 72 27.8% 27.8%
1944 年 10 月 0 11 11 0 39 39 28.2% 28.2%
1945 年 4 月 0 5 5 0 24 24 20.8% 20.8%
合　計 75 66 141 231 264 495 32.5% 25.0% 28.5%
出所：京都大学大学文書館編『京都大学における「学徒出陣」調査研究報告書』2006 年 7 月。
大原社会問題研究所雑誌　№734／2019.1256
おわりに─京都帝国大学経済学部「総辞職」と教官協議会の誕生




















た。静田は，全教官の辞表を預かったが，3 月 19 日に総長に対して辞表を申達したのは，小島昌太
郎，汐見三郎，谷口吉彦，蜷川虎三，柴田敬，中川与之助の 6 教授だけに限られていた。これに対










年記念事業実行委員会，1999 年，51 ～ 52 頁参照。




1946（昭和 21）年 5 月に相次いで追放された。6 月に入って，学部内に「適格審査委員会」を置き，
調査を実施し，軍国主義的な傾向の著作があるとして問題となった大塚一朗教授，そして指定され
た官職・団体役員をしていたとして松岡孝児・徳永清行両教授が追放該当者となった。
さらに，1946（昭和 21）年 2 月 27 日付の勅令第 109 号による公職追放も実施された。経済学部で
は，石川・谷口・作田壮一・柴田・松岡・中川の 6 教授が公職追放となった（48）。
この結果，1946 年 3 月から翌年にかけて，実に 10 教授，1 助教授，1 講師，2 助手が，退官するこ
とになった。教授として学部に残ったのは，学部長靜田のほかには堀江保蔵・穂積文雄の 2 名，そ















（48）　山本礼子『占領下における教職追放』明星大学出版部，1994 年，及び『京都大学百年史』462 ～ 465 頁。
（49）　『大学新聞』1946 年 3 月 1 日。
